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文化団体（個人）活動に対する助成基準  

１．目的 

今日を生きている私たちは、各時代の先人達が創造して来た伝統文化を大切に受け継ぎ、

育て、次の世代に伝えていかなければなりません。弊財団を創設した故中條晴夫は、「グ

ローバルな時代ほど、日本人としてのアイデンティティを改めて確立することが大事で

ある」と申しました。時代と共に多様化が進む現代において、讃岐・香川の文化が継承

され、創造していく可能性のある事業について、応援させていただくことを願います。 

 

２．助成対象文化団体（個人）は下記（１）～（５）のいずれかに該当する団体（個人）

とする。 

（１）香川の伝統文化の保存・継承事業に取り組んでいる団体（個人） 

   保存・継承の目的での施設の保全、修理、必要備品購入も含む 

（２）文化を手段にして地域の賑わいづくりを試みている団体（個人） 

（３）既存の文化団体（個人）で新しい方向付けを目指そうとしている団体（個人） 

    既存の文化団体（個人）で過去の殻を破り新分野での活動を目指している団体

（個人） 

（４）未分野の開拓に努力しようとしている団体（個人） 

    他の文化団体（個人）が手がけていない未分野の開拓を手がけている団体（個人） 

（５）文化団体（個人）を設立後５年未満の団体（個人） 

    将来的に香川県における文化発展に寄与することが予想されるもの 

  

３．助成対象事業は、次の要件がすべて適合するものとする。 

（１）実施しようとする事業が、香川県の芸術文化の振興発展に真に役立つと認められ、

かつ経済的に助成を必要とするもの 

（２）営利を目的とせず、明確な会計経理を実施・報告できるもの 

（３）冠公演（展覧会）でなく、また特定の団体等の宣伝を目的としないもの 

（４）教室（カルチャースクールを含む）、学生サークル、同好会等による単なる発表会、

又はこれに準ずるものでないもの 

（５）慈善事業等への寄付が主な目的ではないもの 

（６）助成決定の場合、ポスター・チラシ等に財団助成の旨を表示できるもの 

 

４．事業実施時期 

毎年４月１日から翌年３月３１日までのものとし、特別な理由がない限り年度内に事業

が終了するものとする。 

 

５．申請書の提出 

助成を受けようとする団体の代表者は、別紙助成金交付申請書（様式第１号）により、  

次年度の該当事業について１月末までに財団宛提出するものとする。 
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６．助成金の額 

助成対象団体（個人）が（１）～（２）は１００万円、（３）～（５）は３０万円、を

限度とし、活動に応じた金額を審議委員会が決定するものとする。 

 

７．助成金の交付回数 

同一団体、同一企画（内容）に対する助成金の交付は、３回を限度とする。 

ただし、団体名、企画名が変わっても、同一内容と判断される場合は交付回数に算入する。 

 

８．助成金の交付決定 

財団は、提出期限までに提出された助成金交付申請書により、審議委員会による書類審

査を行い、必要があればプレゼンテーションを開催して、予算の範囲内で助成金の交付

を決定し、理事会の承認を経て別紙助成金交付決定通知書（様式第２号）により、３月

末までに申請団体に通知するものとする。 

 

９．事業報告の提出 

助成金の交付決定を受けた団体が、該当事業を終了したときは、事業終了後２０日以内

に事業報告書及び決算書（様式第３号）並びに領収証・刊行物・ポスター・チラシ・プ

ログラム等事業の実績を示す資料を財団に提出しなければならない。 

 

１０．助成金の交付 

助成金の交付は、原則として事業終了後、事業報告書及び決算書に基づいて行う。なお、

事業が中止となった場合は、交付決定を取消すものとする。 

 

（附則） 

 この文化団体（個人）活動に対する助成基準は、平成 24年 3月 24日から施行する。 

 

（附則） 

 この文化団体（個人）活動に対する助成基準は、令和 8年 8月 3日から施行する。 

 


